
令和4年度社会福祉法人及び社会福祉施設等の指導監査等実績等

【社会福祉法人及び社会福祉施設等】

　1  実施状況

55 11

601 49

181 0

231 32

26 0

1 0

5 0

14 0

0 0

1 0

664 60

86 0

1 0

139 26

25 0

718 70

236 24

8 0

54 0

27 0

147 43

3,220

※1  生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援A型、就労継続支援B型

※2  居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、短期入所、共同生活援助、自立生活援助、就労定着支援

計

（R5.3.31現在）

事　業　区　分 指導監査等対象件数 実　績　(R5.3.31)

社会福祉法人

地域活動支援センター

障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス

事
業
等

障害福祉サービス事業　※2

移動支援事業

日中一時支援事業

相談支援事業

障害児相談支援事業

315

居宅サービス事業

地域密着型サービス事業

居宅介護支援事業
（介護予防支援含む）

老
人
福
祉
施
設

特別養護老人ホーム
（地域密着型含む）

養護老人ホーム

軽費老人ホーム

介
護
保
険
施
設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

介護医療院

介護予防・日常生活支援総合事業

有料老人ホーム

障
害
福
祉
施
設

障害者支援施設

障害福祉サービス事業　※1

障害児通所支援事業



2  指摘事項等

指導監査等実績件数

11

指導監査等実績件数

49

その他 1 0

指摘件数合計 68 78

食事 0 0

食事の提供に関する衛生管理等 0 0

報酬算定 16 12

運営基準 39 48

変更の届出等 1 0

防火安全対策 0 0

居宅サービス事業 44 48

人員基準 11 18

設備基準 0 0

事　業　区　分 文書指摘件数
その他指導
助言件数

指摘件数合計 31 33

資産管理 0 0

会計管理 6 10

その他 2 2

理事会 5 4

評議員、理事、監事及び会計監査人の報酬 1 3

社会福祉事業 1 1

評議員・評議員会 6 5

理事 2 3

監事 7 4

事　業　区　分 文書指摘件数
その他指導
助言件数

社会福祉法人（右数値は対象法人数） 8 10

定款（右数値は指摘件数。以下同じ） 1 1



指導監査等実績件数

0

指導監査等実績件数

32

報酬算定 5 0

その他 5 0

指摘件数合計 39 41

設備基準 0 0

運営基準 25 32

変更の届出等 0 0

事　業　区　分 文書指摘件数
その他指導
助言件数

居宅介護支援事業（介護予防支援含む） 27 36

人員基準 4 9

食事の提供に関する衛生管理等 0 0

その他 0 0

指摘件数合計 0 0

報酬算定 0 0

運営基準 0 0

変更の届出等 0 0

防火安全対策 0 0

地域密着型サービス事業 0 0

人員基準 0 0

設備基準 0 0

事　業　区　分 文書指摘件数
その他指導
助言件数



指導監査等実績件数

0

指導監査等実績件数

0

建物等設備

職員の配置状況

諸規程等の整備状況

入所者預かり金・遺留金品

財務管理の状況

その他 0 0

指摘件数合計 0 0

食事 0 0

食事の提供に関する衛生管理等 0 0

報酬算定 0 0

変更の届出等 0 0

防火安全対策 0 0

衛生管理 0 0

人員基準 0 0

設備基準 0 0

運営基準 0 0

指摘件数合計 0 0

事　業　区　分 文書指摘件数
その他指導
助言件数

介護保険施設 0 0

入所者の生活環境等の整備（衛生管理等） 0 0

医療管理等 0 0

その他 0 0

報酬算定 0 0

0 0

0 0

0 0

利用者の処遇方針等

食事

食事に関する衛生管理

0 0

非常災害対策の状況 0 0

職員の確保及び資質向上

老人福祉施設 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

事　業　区　分 文書指摘件数
その他指導
助言件数



指導監査等実績件数

60

指導監査等実績件数

0

衛生管理 0 0

その他 0 0

指摘件数合計 0 0

食事 0 0

運営 0 0

変更の届出等 0 0

防火安全対策 0 0

有料老人ホーム 0 0

人員 0 0

設備 0 0

その他 2 0

指摘件数合計 58 98

事　業　区　分 文書指摘件数
その他指導
助言件数

食事 0 0

食事の提供に関する衛生管理等 0 0

報酬算定 0 15

運営基準 43 60

変更の届出等 0 0

防火安全対策 0 0

介護予防・日常生活支援総合事業 48 60

人員基準 13 23

設備基準 0 0

事　業　区　分 文書指摘件数
その他指導
助言件数



指導監査等実績件数

26

指導監査等実績件数

137

その他 4 0

報酬算定 19 31

指摘件数合計 172 209

※　なお、文書指摘件数及びその他指導助言件数については、点検項目ごとに集計したもの。

食事の提供に関する衛生管理等 0

人員基準 26 51

設備基準 2 0

運営基準 112 122

変更の届出等 7 0

防火安全対策 2 5

食事 0 0

0

指摘件数合計 70 70

事　業　区　分 文書指摘件数
その他指導
助言件数

障害福祉サービス事業等 96 102

業務継続計画・衛生管理 0 28

報酬算定 9 10

その他 0 0

医療管理等 0 0

食事 0 0

食事に関する衛生管理 0 0

非常災害対策の状況 3 8

利用者の処遇方針等 15 7

生産活動・就労支援事業等 4 2

職員の確保及び資質向上 12 3

職員の配置状況 4 4

諸規程等の整備状況 13 0

財務管理の状況 10 8

事　業　区　分 文書指摘件数
その他指導
助言件数

障害福祉施設 17 17

建物等設備 0 0



①　社会福祉法人

　　 ○　　評議員・評議員会

　　 ○　　監事

　　 ○　　理事会

　　 ○　　会計管理

　　 ○　　その他

②　居宅サービス事業

　　 ○　　人員基準

　　 ○　　運営基準

   （共通）

            修を行うこと。

 　　 ・事業所ごとに、月ごとの勤務表を作成し、従業者については、日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤

　　　・法人印及び代表者印の管理について、公印管理規定に則した運用を行うこと。

　3　具体的指摘事項の代表事例（文書指摘のみ）

 　　 ・評議員会の議案について、特別な利害関係を有する評議員がいないことを確認すること。

 　　 ・監事の選任に関する評議員会の議案について、監事の過半数の同意を得ること。

 　　 ・理事長及び業務執行理事は、開催された理事会において、3か月に1回以上（定款に定めがある場合には、

 　　 ・理事会の議案について、特別な利害関係を有する理事がいないことを確認すること。

        毎会計年度に4か月を超える間隔で2回以上）職務執行に関する報告をすること。

 　　 ・経理規程及びその細則等に定めるところにより事務処理を行うこと。

 　　 ・計算書類は、社会福祉法人会計基準に則して作成すること。

 　　 ・作成すべき附属明細書を作成すること。

 　　 ・附属明細書と計算書類の金額は一致させること。

　　　　(3)定期的に事故の発生又は再発の防止について、その協議を行うための会議を開き、従業者に対して研

        と整合性を図ること。なお、運営規程を改定した場合は、変更の届出を行うこと。

 　　 ・従業者又は従業者であったものが正当な理由なく、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らす

 　　 ・運営規程に記載されている内容が実態と異なるため、正しい内容に改めること。併せて、 重要事項説明書

   （共通）

        の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。 

      　ことがないよう必要な措置を講じること。

      ・事故防止策及び発生時の対応について、次のとおり整備すること。

　　　　(1)事故が発生した場合の対応、事故の発生又はその再発の防止等に関する指針を定めること。

　　　　(2)事故が発生した場合又はその危険性がある事態が生じた場合において、管理者に報告され、

            その改善策が従業者に周知される体制を整備すること。



　　　　　 ス計画の数が占める割合及び前 6月間に当該事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けら

        (2)相談（苦情を含む。）に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあら

   （共通）

　　  ・職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範

        囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための必要な措置を講じること。なお、特

        に留意されたい内容は次のとおりである。

        (1)職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、

　　 ○　　運営基準

 　　 ・運営規程に記載されている内容が実態と異なるため、 正しい内容に改めること。 併せて、 重要事項説明書と

  　    整合性を図ること。なお、運営規程を改定した場合は、変更の届出を行うこと。

 　　 ・事故防止策及び発生時の対応について、次のとおり整備すること。

　　　　(1)事故が発生した場合の対応、事故の発生又はその再発の防止等に関する指針を定めること。

           従業者に周知・啓発すること。

        (2)相談（苦情を含む。）に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあら

           かじめ、従業者に周知すること。

　　  ・職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範

　　 ○　　報酬算定

 　　 ・算定要件を満たしていない加算について、過誤調整を行うこと。

③　居宅介護支援事業（介護予防支援含む）

 　　 ・従業者又は従業者であったものが正当な理由なく、 業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすこと

　　  ・サービス提供の開始に際し、 あらかじめ、 居宅サービス計画の作成に当たって次の事項等につき文書を交付

 　　　 して説明し、文書で同意を得ること。（※運営基準減算に該当する項目）

　　　　　 前6月間に当該事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、 通所介護、 福祉

  　    がないよう必要な措置を講じること。

　　　　(2)事故が発生した場合又はその危険性がある事態が生じた場合において、管理者に報告され、

　　　　　 によって提供されたものが占める割合等について。

　　  　(3)定期的に事故の発生又は再発の防止について、その協議を行うための会議を開き、従業者に対して研修

　　　　　 その改善策が従業者に周知される体制を整備すること。

        (1)職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、

           従業者に周知・啓発すること。

　　　　　 用具貸与及び地域密着型通所介護（ 以下「訪問介護等」という。 ）がそれぞれ位置付けられた居宅サービ

　　　　　 れた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者

            を行うこと。

        囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための必要な措置を講じること。なお、特

        に留意されたい内容は次のとおりである。

           かじめ、従業者に周知すること。



 　　 ・法定代理受領により市町村から給付費の支給を受けた場合は、利用者に対し、当該利用者に係る給付費の

　　　  額を通知すること。

   　（就労移行支援、就労継続支援A型、就労継続支援B型）

　　 ○　　運営基準

   　（共通）

　　　  図ること。なお、運営規程を改定した場合は、変更の届出を行うこと。

 　　 ・運営規程に定める内容が実態と異なるため、正しい内容に改めること。併せて、重要事項説明書と整合性を

 　　 ・算定要件を満たしていない加算について、過誤調整を行うこと。

 　　 ・運営基準減算に該当するため、過誤調整を行うこと。

　　 ○　　報酬算定

④　障害福祉施設

          　 について、従業者に周知徹底を図ること。

         (3)従業者に対し、身体拘束等の適正化のための定期的な研修（年1回以上）及び新規採用時の研修を実施

         (2)身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。

　　　　(2)事故が発生した場合又はその危険性がある事態が生じた場合において、管理者に報告され、

　　　　　 その改善策が従業者に周知される体制を整備すること。

　　  　(3)定期的に事故の発生又は再発の防止について、その協議を行うための会議を開き、従業者に対して研修

            を行うこと。

          　 すること。

 　　 ・就労支援事業に関する次の会計書類を作成すること。なお、作成の際、就労支援事業に関する経理を区分

        すること。（年間売上高が5,000万円以下かつ製造業務と販売業務にかかる費用区分が困難な場合、（5）の

        作成をもって、（3）と（4）の作成は省略可）（（2）から（5）の書類について多種少額の生産活動を行う等の理由

        により、作業種別毎に区分することが困難な場合は、区分を省略することができる。）

       （1）就労支援事業事業活動計算書

 　　 ・事故防止策及び発生時の対応について、次のとおり整備すること。

　　　　(1)事故が発生した場合の対応、事故の発生又はその再発の防止等に関する指針を定めること。

 　　 ・自らその提供するサービスの質の評価を行うこと。また、その評価の結果を公表するよう努めること。

  　  ・身体拘束等の適正化のための対策について、次のとおり整備すること。

         (1)身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を少なくとも1年に1回は開催するとともに、その結果

        (2)相談（苦情を含む。）に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあら

           かじめ、従業者に周知すること。

　 　 ・職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範

        囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための必要な措置を講じること。なお、特

        に留意されたい内容は次のとおりである。

        (1)職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、

           従業者に周知・啓発すること。



 　　 ・法定代理受領により市町村から給付費の支給を受けた場合は、利用者に対し、当該利用者に係る給付費の

　　　  額を通知すること。

 　　 ・複数の就労支援事業に共通する支出においては、実態に即した合理的な按分方法により行うこと。

⑤　障害福祉サービス事業等

　　 　（5）就労支援事業明細書

 　　　（4）就労支援事業販管費明細書

　　 　（2）就労支援事業別事業活動明細書

　　 　（3）就労支援事業製造原価明細書

   （共通）

　　 ○　　報酬算定

   （就労継続支援B型）

 　　 ・就労継続支援B型サービス費について、前年度の平均工賃月額の算出方法が誤っているため、適切な方法

　　　 で算出し、適切な平均工賃月額に基づき報酬算定すること。

 　　 ・利用者に、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に相当する金額

        を工賃として支払うこと。

 　　 ・工賃の目標水準及び前年度に利用者に支払われた工賃の平均額を、利用者に通知すること。

         (2)身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。

          　 について、従業者に周知徹底を図ること。

 　　 ・事故防止策及び発生時の対応について、次のとおり整備すること。

　　　　(1)事故が発生した場合の対応、事故の発生又はその再発の防止等に関する指針を定めること。

　　　　(2)事故が発生した場合又はその危険性がある事態が生じた場合において、管理者に報告され、

　　　　　 その改善策が従業者に周知される体制を整備すること。

　　  　(3)定期的に事故の発生又は再発の防止について、その協議を行うための会議を開き、従業者に対して研修

            を行うこと。

　　 ○　　運営基準

 　　 ・運営規程に定める内容が実態と異なるため、正しい内容に改めること。併せて、重要事項説明書と整合性を

　　　  図ること。なお、運営規程を改定した場合は、変更の届出を行うこと。

   　（就労継続支援B型）

   （就労継続支援A型）

 　　 ・基本報酬に係るスコア表の項目について整備すること。

         (3)従業者に対し、身体拘束等の適正化のための定期的な研修（年1回以上）及び新規採用時の研修を実施

   （共通）

 　　 ・算定要件を満たしていない加算について、過誤調整を行うこと。

          　 すること。

  　  ・身体拘束等の適正化のための対策について、次のとおり整備すること。

         (1)身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を少なくとも1年に1回は開催するとともに、その結果



        (1)職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、

           従業者に周知・啓発すること。

        (2)相談（苦情を含む。）に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあら

           かじめ、従業者に周知すること。

　　 ○　　報酬算定

 　　 ・算定要件を満たしていない加算について、過誤調整を行うこと。

　　  ・職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範

        囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための必要な措置を講じること。なお、特

        に留意されたい内容は次のとおりである。


